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別紙
委員長　　　　開会宣言
議案第４８号

教育総務課長　　議案第48号愛日地方教育事務協議会規約の一部を変更する規約について説明

林委員　　　　　教科書採択の事務はどう変わるのか。
教育総務課長　　今まで存続していた教科用図書採択地区協議会が独立するだけで採択の事務などは今までどおり行うため、変更する部分は独立することのみである。
林委員　　　　　今回の変更にあたって、教育委員会へはどのような説明をしたか。
教育総務課長　　義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律が、平成27年４月１日から改正されることとなっていたため、教科用図書採択地区協議会が独立することを中心に、愛日地方教育事務協議会の規約と教科用図書採択地区協議会の規約の変更の説明を行った。
林委員　　　　　教科用図書の採択権は誰か持っているのか。
教育総務課長　　義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律により、「教育委員会は採択地区協議会における協議の結果に基づき種目ごとに同一の教科用図書を採択しなければならない」と決められているため、採択権は各市町の教育委員会となる。
林委員　　　　　長久手市教育委員会が、教科用図書採択地区協議会の決定に反して別の教科書を採択することはあるのか。
教育総務課長　　教科用図書採択地区協議会の決定に反して採択する場合、採択協議会に長久手市の教育委員会の意見を付して差し戻し、協議のやり直しをし、再度教科用図書を採択し直すこととなる。また、教育委員会は「協議の結果に基づき種目ごとに同一の教科用図書を採択しなければならない」ため、特異な長久手市だけ別の教科用図書を採択することは考えられない。
林委員　　　　　独自で選定した教科用図書を使用する場合、市の負担になると思うがどう考えるか。
教育総務課長　　違う教科書になることはないため、有償になることはないと考える。
　　　　　　　　質疑及び意見を終了

　　　　　　　　討論

　　　　　　　　反対討論

林委員　　　　　この法律の発端は、2011年８月に起こった沖縄県の八重山教科書採択問題であるが、この件について一言も触れなかった。沖縄県竹富町が答申と異なる教科書を採択する中で、「教科書無償措置法」の改正により教科書採択の一本化をはかり、同一教科書を各教育委員会に押しつける仕組みを強化した。憲法で保障された教育の自由や自主性を保障されなくなるものだと思い反対を表明する。
　　　　　　　　賛成討論なし
　　　　　　　　反対討論なし

　　　　　　　　議案48号愛日地方教育事務協議会規約の一部を変更する規約については、賛成多数。

　　　　　　　　議案48号は、原案のとおり可決。
認定第２号
保険医療課長　　認定第２号平成26年度長久手市国民健康保険特別会計決算認定について説明　　　　

上田委員　　　　不納欠損はどのようなものがあったのか。
収納課長　　　　不納欠損の件数割合は、即時消滅が０件、３年時効が52件、５年時効が252件であった。昨年度の合計件数は368件であった。
上田委員　　　　収入未済額は督促などで対応しているのか。
収納課長　　　　現年度分については督促状、催促状を年数回出している。過年度分は、随時通知を出している。現年度分の繰越がここ数年減っているため、全体の滞納額が減っている。
上田委員　　　　ジェネリック医薬品の使用率は過去に比べて伸びているか。
保険医療課長　　使用率はほぼ変わっていない。また、平成25年度のジェネリック医薬品の使用率の全国平均は47.9％、県内平均は46.8％であり、本市と状況はあまり変わらない。
上田委員　　　　国は平成29年に70％以上とする目標を定めているが、本市も目標として取り組む方針か。
保険医療課長　　国の定めた目標は高いが、ジェネリック医薬品は医療費の削減になるため、今後とも進めていきたい。また、医療機関との連携も引き続き課題として取り組んでいきたい。
林委員　　　　　一般被保険者国民健康保険税の調定額が昨年度より減っているが、失業により社会保険から国民健康保険へ切り替えた人は何人いるか。
保険医療課長　　国保に加入し、非自発的失業軽減の申告を行った人は124人であった。非自発的失業軽減については、保険税の根拠となる年の給与所得を30％とみなして保険税を算定し、離職日の翌日の属する月からその月の属する年度の翌年度末まで軽減している。
林委員　　　　　国民健康保険税の減免件数が、昨年度に比べて１件あたりの減免額が減額になっている要因は何か。
保険医療課長　　減免件数の表記であるが、平成25年度は一般減免のみを表記しており、平成26年度から一般減免及び旧被扶養者減免を表記している。平成26年度の一般減免は５件、減免額が13万400円であり、旧被扶養者減免は10件、減免額7万4,900円であった。平成25年度は高額の減免を１件行ったため、平均値が高くなっている。
じんの委員　　　不納欠損額は何件分あったのか。
収納課長　　　　平成26年度は368件であり、前年に比べて64件減っている。
じんの委員　　　被保険者１人あたりの保険給付費は、近隣市や県と比べるとどのような状況か。
保険医療課長　　平成26年度の保険給付費の状況はまだ出ていない。全体の医療費は、県平均が30万6,908円であり、長久手市が28万5,299円で47位、尾張旭市が32万717円で12位、瀬戸市が33万8,695円で４位、日進市が29万7,106円で39位、豊明市が33万923円で６位である。
じんの委員　　　後期高齢者支援金が全体に占める割合はどのくらいか。また、額が年々増加しており、国保財政の圧迫につながると思われるが、計算方法はどのようか。
保険医療課長　　全体に占める割合は、15％相当である。計算方法は、後期高齢者広域連合が必要とする費用経費の４割を各保険者が負担するため、加入者の1人当たりの負担額に本市の加入者を掛けて概算額を算出する。加入者が増えれば増えるため、今後も増加すると考える。　
じんの委員　　　出産育児一時金が52件とあるが、１件あたりの支給額はいくらか。払い方はどのようか。
保険医療課長　　１件当たりの支給額は42万円である。支払方法は直接医療機関へ交付している。ただし、海外出産の場合は被保険者へ交付している。
じんの委員　　　葬祭費は大人も子どもも同額であるのか。
保険医療課長　　一律５万円の支給であり、全体で46件であった。
じんの委員　　　高額医療費共同事業医療費拠出金が平成25年度より１千万円増加しているが、国、県、市の負担割合はどのようだったか。また、高額医療費に当てはまる病気はどのようなものが多かったのか。
保険医療課長　　高額医療費に当たる病気は主として、虚血性心疾患、脳血管疾患、悪性新生物が上位を占めていた。負担割合は、国が４分の１、県が４分の１で市の拠出金は実績をもとに按分して負担している。
じんの委員　　　特定健康診査の受診率はどのような推移か。平成26年度に関して、県の平均値、市の目標値と比べどのようだったか。また、特定保健指導の動機付け支援及び積極的支援は目標値に達したか。
保険医療課長　　特定健康診査の受診率は、平成24年度は48.1％、平成25年度は49％、平成26年度は暫定で50.9％であり、年々増加している。平成26年度の県の平均値はまだ出ていない。また、積極的支援の終了率は20.8％、動機付け支援の終了率は34.7％である。目標値は30％であるため、積極的支援の終了率が目標に届いていない。今後引き上げることが必要であると感じる。
林委員　　　　　軽減対象の拡大により、国民健康保険税の５割軽減の世帯数が前年度に比べ増加しているが、世帯負担が減って軽減額が倍になった結果、滞納者はどのような状況であるか。また、どの所得層で増えているか。
収納課長　　　　収納率は上がっている状況である。所得層は把握していない。

林委員　　　　　滞納者に対して短期保険証を発行しているがここ数年の推移はどのようか。
保険医療課長　　平成24年度末で379世帯、平成25年度末で283世帯、平成26年度末で281世帯である。
林委員　　　　　短期保険証の留め置き件数はどのようか。また、平成27年７月末時点ではどうか。
保険医療課長　　短期保険証の留め置きは　平成24年度末で153件、平成25年度末で63件、平成26年度末で19件、平成27年７月末時点で24件である。
林委員　　　　　留め置きについては、電話の接触の機会はどのように設けているのか。
保険医療課長　　短期保険証は３か月証と６か月証を発行している。３か月証の状況は、３か月毎に通知をして必要な場合は電話をしている。また、２年間１度も面会ができなかった方に対して、平成27年１月に６件自宅訪問をしたが面会できなかったケースがある。
なかじま委員　　高額療養費は何人の方が当てはまったのか。当てはまる方への案内はどのようにしているのか。
保険医療課長　　人数は把握していない。対象となる方へは申請を促す通知をしている。
なかじま委員　　15歳までの子ども医療費助成制度の対象となる方が、県外で受診した場合の申請方法を、窓口でどのように案内をしているか。
課長補佐　　　　医療証を発行する時に、県外受診の場合は一度自己負担をしていただいた後、市の窓口で手続きが必要であることを説明しながら案内チラシを渡している。また、広報やホームページでも随時案内している。
じんの委員　　　平成24年度及び平成25年度は資格証明書を発行していなかったが、平成26年度はどうか。
保険医療課長　　平成26年度では発行していない。

じんの委員　　　国民健康保険税の軽減世帯数は、軽減対象の拡大により昨年度から増加しているが、平成27年度も拡大の方向であるのか。
保険医療課長　　平成27年度は基礎となる額を増額し、対象となる世帯数を拡大している。
じんの委員　　　平成26年度末の国保財政基金の状況はどうか。

保険医療課長　　平成26年度末の残高は7,746万9,095円である。
林委員　　　　　保険料の本算定後に加入者が増えた場合どうなるのか。
保険医療課長　　本算定後に加入者が増えた場合、均等割部分が変更になるため月割で対応する。
質疑及び意見を終了
討論
反対討論

林委員　　　　　国保加入者の７割が300万円未満の所得者である。消費税増税で退職者や失業者の暮らしが厳しさを増す中で、被保険者にとって高い国保税を少しでも減税しようとする気持ちが見られない。極めて残念だと思い、反対討論とする。
賛成討論

じんの委員　　　本市の国民健康保険財政は医療費負担が年々増加し、厳しい財政運営を強いられている。その中で、保険税の７割５割２割軽減など、納付しやすい環境を整え、収納率を向上する努力がされたこと、特定保健指導の目標値達成への努力を評価する。とはいえ加入者の貧困と保険税が所得と見合っていない制度の根本的解決には繋がっていない。保険税の抑制は本来国の責務として行われるべきだと考える。国保制度を将来にわたり持続可能なものとするため、市長には国への財政支援の拡充を市長会などで要望していただきたいことを申し伝え賛成討論とする。　
反対討論なし

賛成討論なし

認定第２号平成26年度長久手市国民健康保険特別会計決算認定については、賛成多数。
認定第２号は、原案のとおり可決
認定第７号
保険医療課長　　認定第７号平成26年度長久手市後期高齢者医療特別会計決算認定について説明　
林委員　　　　　所得調査は具体的にどのように行ったのか。
保険医療課長　　後期高齢者医療保険証の年度更新にあたって、窓口の一部負担金の割合を判定するために調査を行った。課税所得が145万円以上の世帯で70歳以上の方の課税台帳を個別に確認した。全体を調査したものではない。　
林委員　　　　　75歳以上の方はほぼ年金受給者であると思うが、天引きで生活困窮になった人はいなかったか。また、口座振替に変更する方はいなかったか。
保険医療課長　　保険料の納付が困難であるという相談があった場合、個別面談や分割納付で対応している。
林委員　　　　　３割負担になった人で、年金収入のみの方とそれ以外の収入がある方の実数と割合はどうか。
保険医療課長　　全員の収入を確認しているわけでないため、把握していない。
林委員　　　　　保険料の平均年額はいくらか。
保険医療課長　　平成20年度は10万409円、平成25年度は10万6,700円、平成26年度は11万893円である。
じんの委員　　　保険料改正は２年毎にあるが、本市の平均保険料と県の平均保険料はどうか。
保険医療課長　　平成26年度の県の平均保険料は8万1,696円である。本市は11万893円であるため、県平均に比べると高い水準にある。
じんの委員　　　本市の75歳以上の方の所得が高いということか。
保険医療課長　　おっしゃるとおりである。

じんの委員　　　低所得者への保険料の軽減はあるのか。
保険医療課長　　保険料の内、均等割額の軽減については、全体で４段階の軽減を設けている。
じんの委員　　　軽減を受けている人数は把握しているか。
保険医療課長　　平成26年度の保険料の軽減対象の内訳は、９割が559人、７割が416人、５割が160人、２割が210人であり、全体で1,345人が軽減の対象になっている。
質疑及び意見を終了
討論
反対討論
林委員　　　　　保険料は２年毎の改正で毎回値上げされている。後期高齢者医療制度は75歳以上の方を他の人とは別枠の医療制度にするという差別的な制度であると思う。元の老人保険制度に戻すべきだと考え反対討論とする。
　　
賛成討論なし
反対討論なし

認定第７号平成26年度長久手市後期高齢者医療特別会計決算認定については、賛成多数。
認定第７号は、原案のとおり可決

暫時休憩

午前11時21分休憩

午前11時25分再開

議案第４５号
保険医療課長　　議案第45号平成27年度長久手市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）について説明　　　　

質疑及び意見なし
　
討論
　
反対討論なし
　
賛成討論なし
議案第45号平成27年度長久手市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）については、全員が賛成。
議案第45号は、原案のとおり可決
認定第６号
長寿課長　　　認定第６号平成26年度長久手市介護保険特別会計決算認定について説明
林委員　　　　国庫支出金の介護給付費負担金と地域支援事業交付金が減額になっている理由は何か。

長寿課長　　　平成26年度の給付費の見込額で申請しているものであり、見込額が低かったため減額している。
林委員　　　　介護認定審査会はどのように審査が行われているのか。不服請求はあったか。
長寿課長　　　審査会は４つの合議体があり、１合議体５名の委員で構成されている。委員として医師、歯科医師、薬剤師、福祉関係者が属しており、１合議体が月１回審査をしているため、月４回の審査会が行われる。審査会の委員ついて、平成26年度の途中で１名交代しているため、主要事業の成果の委員数と決算書の委員数が異なっている。不服の請求はなかった。
林委員　　　　包括的・継続的ケアマネジメント件数が昨年度に比べて減っているのはなぜか。
長寿課長　　　マネジメント件数が減った理由は、サービスを早く利用したい方や入退院時の介護サービスを必要とする方が少なかったためだと考える。
林委員　　　　所得階層別の介護サービスの利用状況はどのようか。
長寿課長　　　所得階層別の利用状況は把握できない。

じんの委員　　直近３年の第１号被保険者数の推移はどのようか。
長寿課長　　　平成24年度末7,479人、平成25年度末7,867人、平成26年度末8,328人である。
じんの委員　　電算処理費が平成25年度に比べて約２倍増えているのはなぜか。

長寿課長　　　システム改修委託については、平成27年度の制度改正に対応するためにシステム改修したため増額となった。賃借料については、平成25年度は年度の途中からパソコンを新しくしたため約８か月分の賃借料となっているが、平成26年度は12か月分の賃借料となっているため増額となった。消耗品費については、プリンタのトナーカートリッジ代分が増加した。
じんの委員　　成年後見制度利用支援事業報償金とは何か。また、生活支援介護予防サービス基盤整備事業とは何か。

長寿課長　　　成年後見制度利用支援事業報償金は、後見人の方に対する報酬であり月額１万円である。２名の方から、平成24年９月から平成26年３月までの請求、平成25年７月から平成26年10月までの請求があった。また、生活支援介護予防サービス基盤整備事業では、平成27年２月より生活支援コーディネーターを配置しており、市内に不足している地域資源、ボランティアの発掘や育成に取り組んでいる経費に充てている。

じんの委員　　成年後見センター負担金の積算根拠はどのようか。

長寿課長　　　尾張東部成年後見センターの負担金であり、瀬戸市、尾張旭市、豊明市、日進市、東郷町、長久手市の５市１町で構成されている。平成26年度については、事業費約2,100万円の負担を均等割と人口割によって各市町の負担金を計算している。
じんの委員　　包括支援事業の金額等の内訳はどのようか。

長寿課長　　　事業費の内訳は、社会福祉協議会地域包括支援センターが1,769万8千円、愛知たいようの杜地域包括支援センター分が1,899万8千円であった。件数の内訳は、予防ケアプラン作成件数は社会福祉協議会が1,260件、愛知たいようの杜が1,220件。相談件数は社会福祉協議会が2,194件、愛知たいようの杜が1,554件。包括的・継続的ケアマネジメント件数は社会福祉協議会が240件、愛知たいようの杜が243件であった。

じんの委員　　相談件数について、どのような相談が多いか。

いきいき長寿係長

　　　　　　　介護保険の利用に関するもの、市の福祉サービスに関するもの、認知症に関するものの相談が多い。

じんの委員　　地域包括支援センターは現在２か所あるが、増やす予定はあるか。

長寿課長　　　平成27年度から平成29年度までの３か年計画の中では、増やす予定はない。

じんの委員　　地域密着型介護サービス施設には、どういったものがあるか。また、グループホームに待機者はいるか。

介護保険係長　グループホームが４つ、小規模特別養護老人ホームが２つ、小規模多機能型居宅介護施設が１つ、定期巡回・随時対応型訪問介護看護の施設が２つある。グループホームの待機者は10月１日時点で５名いる。

じんの委員　　地域密着型介護サービス施設に対しては、市に指導監査の義務があるがどのように行っているか。

課長補佐　　　指導監査は実施要領に基づいて行っている。実地指導について、全ての施設を一度に行うことはできないため毎年２～３か所を順番に行っており、昨年度は３か所実施した。監査対象となった事業所はない。
林委員　　　　要介護認定事務について、所得段階に応じた認定の割合はどのようか。
介護保険係長　所得段階に応じた認定の割合はわからない。
林委員　　　　平成26年度は第５期介護保険事業計画の締めの年であったが、当初計画と実績の差はどうだったか。
長寿課長　　　平成26年度の計画値は総額で約19億7,000万円であったのに対し、実績は約18億3,400万円であり、計画値に対して１億5,000万円ほど少なかった。要因としては、小規模特別養護老人ホーム及び定期巡回・随時対応型訪問介護看護を平成25年度中に開始する計画であったが、平成26年度に開始が遅れたことが考えられる。
林委員　　　　低所得者減免実施の市町村は53.7％であるが、本市はどのように考えるか。
長寿課長　　　近隣の状況を確認しながら検討する。

じんの委員　　包括支援事業の予防ケアプラン作成は１件いくらか。また、ひとりのケアマネジャーが何件まで作成できるのか。

長寿課長　　　作成料は１件4,390円である。作成件数の上限はないが、15～20件の範囲で作成してもらっている。
じんの委員　　65歳以上に占める要介護認定者数の割合はいくらか。また、認定されているが介護保険利用していない方はどれくらいいるのか。
長寿課長　　　65歳以上の認定率は平成27年３月末現在で13.9％である。サービスを利用しない方は123人いる。

じんの委員　　あたまいきいき教室は平成26年度から始まったと思うが、今後普及に力を入れていくのか。

いきいき長寿係長

　　　　　　　あたまいきいき教室は、脳トレと体操をする教室であり、脳を活性化させ認知症の予防に繋げようとするものである。
長寿課長　　　今後も継続して実施していく。回数を増やすという検討はしていない。
じんの委員　　いきいき倶楽部の中でも脳トレは行っているが、あたまいきいき教室はまた別の事業として行うのか。
長寿課長　　　歩いて行ける憩いの家や集会所で実施するいきいき倶楽部と、福祉の家で実施するあたまいきいき教室の両方に力を入れていきたい。
質疑及び意見を終了
討論
反対討論

林委員　　　　所得階層に応じたサービスの利用度のデータがあれば、利用したくてもできない人や助けが必要な人を見つけることができると思う。安心して介護が受けられるよう、低所得者のための保険料の減免やサービス利用料の軽減・減免制度をつくることが必要だと思う。また、社会福祉協議会などが実施する予防事業の周知徹底がされていないという意見も聞くため、反対とする。
賛成討論なし
反対討論なし

認定第６号平成26年度長久手市介護保険特別会計決算認定については、賛成多数。
認定第６号は、原案のとおり可決
議案第４４号
長寿課長　　議案第44号平成27年度長久手市介護保険特別会計補正予算（第１号）について説明

質疑及び意見なし
討論
反対討論なし
賛成討論なし
議案第44号平成27年度長久手市介護保険特別会計補正予算（第１号）に
ついては、全員が賛成。
議案第44号は、原案のとおり可決

請願第１号

紹介議員　　　請願第１号定数改善計画の早期策定・実施と義務教育費国庫負担制度の堅持及び拡充を求める請願書について説明

質疑及び意見なし
討論
反対討論なし
賛成討論なし
請願第１号定数改善計画の早期策定・実施と義務教育費国庫負担制度の
堅持及び拡充を求める請願書については、全員賛成にて採択。
　　　　次に、閉会中の継続調査について諮る。
継続調査申出事件一覧表のとおり、引き続き閉会中も継続して調査する
ことを委員長が提案する。
　　　　　　　異議ないため、継続調査とし、継続調査申出事件一覧表を委員長から議
長に申し出ることで全委員了承する。
　　　　　　　委員長報告は委員長と副委員長への一任を確認
閉会宣言
　午後０時15分　終了
以上、要点筆記は会議内容と相違ないので署名する。
平成27年10月21日
教育福祉委員会委員長　　岡崎つよし
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